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１．研究の目的と背景 

 高張力鋼板は，低燃費化と衝突安全性向上への要求から

自動車部材として広く用いられている．一方で，鋼板の強

度増加に伴い生じやすくなる成形不良を抑制する成形技

術の確立が急務である．これまでに，サーボプレス機によ

る加工経路の最適化が成形性向上に有効であると報告さ

れている

1)-3)
．成形性向上の要因として，応力緩和現象に

よる塑性ひずみの分散が考えられている

3)
．ここで応力緩

和現象とは，成形中に金型を停止しひずみ一定で保持した

際，時間の経過に伴い荷重が低減する挙動を言う．実際に，

申請者のグループでは，引張中に複数回クロスヘッドを保

持することでステップモーションを模擬した単軸引張試

験を行い，応力緩和現象の導入による成形限界の向上を確

認している．これを実成形に適用するためには，金型速

度・金型停止位置・停止時間を制御することにより，応力

緩和現象を効果的に導入しかつ効率的な生産を行える最

適な加工経路を考案する必要がある．これまでに，金属材

料の成形限界や形状凍結性の向上を目的とした応力緩和

の研究

4-5)

が行われているが，さらに，応力緩和挙動自体

を詳細に考察し，緩和挙動のモデル化，定式化をすること

が求められている． 

応力緩和現象は，転位運動の熱活性化過程に支配される

ため

6)

，粘弾塑性特性である引張変形時の流動応力のひず

み速度や温度に依存した関数として統一的に理解できる

可能性がある．転位運動の熱活性化過程に基づき，流動応

力のひずみ速度および温度に依存する構成式として，式

(1)で表される

7)Kocks-Mecking(KM)モデル

8)
が提案されて

おり，Dual-Phase鋼板を含む種々の鉄鋼材料の引張変形挙

動の表現に適用されている

9)
．  
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本モデルにおいて流動応力は非熱的応力である内部応力

（第一項）と熱的応力である固溶強化項（第二項）および

加工硬化項（第三項）の重ね合わせとして表現される．し

きい応力σ̂ は 0 K または ∞→ε& での熱的応力を表して

おり， Dσ̂ はひずみの関数となる．µは剛性率，µ0 は 0 K

での剛性率である．また SIおよび SDは式(2)により表され

る． 
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ここで，k はボルツマン定数，g0iは，規格化活性化エネル

ギ，b はバーガースベクトルの大きさ， i0ε& はひずみ速度

の次元をもつ定数，pi および qi は強化機構の種類による

定数である．このように KM モデルにおける各パラメー

タは，それぞれ物理的意味合いを示すため，本モデルの発

展により変形機構の本質的な理解が深まることが期待さ

れる．これにより，応力緩和によるプレス成形性向上メカ

ニズムが明らかとなる． 

本研究では，KM モデルによる応力緩和挙動の表現を目

的として実験を行った．高張力鋼板の引張試験，クロスヘ

ッド保持試験および繰り返しクロスヘッド保持試験を行

い，パラメータ同定を行い，KM モデルによる応力緩和挙

動の妥当性を検討した． 

 

２．実験方法 

 KM モデルのパラメータ同定のため種々のひずみ速度

および温度で引張試験を行った．実験試料に，ひずみ速度

依存性が発現しやすく広く自動車部材に適用されている

590 MPa 級鋼板を用いた．板厚 3.2 mm の熱延鋼板から圧

延方向と長手方向が一致するように 2 種類の引張試験片

を切り出した（図１）．試験条件を表１に示す． 

 試験温度 298 Kおよび 373 Kの条件では，図１(a) の試

験片および，オートグラフ（島津製作所，AG-I 250kN）と

ビデオ伸び計（島津製作所，DVE-101）を用いた．試験温

度 223 Kの条件では，図１(b) の試験片およびオートグラ

フ（島津製作所，AG-X 250kN）を用いて試験を行い，ク

リップゲージ（Epsilon，3541-010M-040M-LT）によりひず

み計測を行った． 

応力緩和挙動のひずみ速度および温度依存性を評価す

るため，各ひずみ速度および温度の条件において単軸引張

を行い公称ひずみ 0.05 に達した時点で 300 s 間クロス

ヘッドを停止し，その後除荷するクロスヘッド保持試験を

行った． 

また，応力緩和挙動のひずみ依存性を測るため，単軸引

張中，公称ひずみ 0.01 ごとにクロスヘッドを 30 s 間停

止する繰り返しクロスヘッド保持試験を行った． 



 

 

(a) 298 K および 373 Kでの試験． 

 

(b) 223 Kでの試験． 

図１ 引張試験片 (単位: mm). 

 

表１ 試験条件. 

 

３．実験成果 

3.1 速度依存性および応力緩和現象 

図２に引張試験により得られた真応力－真ひずみ曲線

を示す．σ ≥ 400 MPa の範囲を拡大して示している．ひず

み速度の増加に伴い流動応力が増加していることが確認

された．  

図３に，ひずみ速度 8.3×10-4 s-1 におけるクロスヘッド

保持試験により得られた真応力－真ひずみ曲線を示す．ク

ロスヘッド保持時の応力変化を拡大して示している．所定

のひずみ値においてクロスヘッドを停止した際応力値が

低減していることから，応力緩和現象の発現が確認できた． 

 

 

図２  引張試験における真応力－真ひずみ曲線 

 

図３  クロスヘッド保持試験における真応力σ―真ひず

みε曲線．（ひずみ速度:8.3×10-4 s-1, εH:クロスヘッド停止

時からの真ひずみ，M:試験機剛性を示す定数） 

 

3.2 試験機の弾性変形 

図３より，応力の低下に伴う試験片のわずかなひずみの

増加が確認できる．応力緩和中において，ひずみ一定で保

持されるべきであるが，単軸引張時，試験片への負荷によ

り試験機に弾性変形が生じてしまう．これは，クロスヘッ

ド停止中において，応力緩和による荷重低下に伴い試験機

の弾性変形量が減少し，試験片のひずみが増大する方向に

変形が進むためと考えられる

10)
． 

守谷ら

11)
は，クロスヘッド保持中の真応力σ とクロス

ヘッド停止時からの真ひずみ増加量εH の関係を式(3)によ

り表している． 

 

σ = －MεH 
+ C (M, C : 定数) (3) 

 

図３の結果より，試験機剛性を示す定数 M を 55.7 GPa と

算出した． 

 

3.3 KM モデルパラメータの同定 

図４に，真応力―真ひずみ曲線より取得した各塑性ひず

みεp におけるひずみ速度および温度と流動応力σとの関係

を示す．横軸は，ひずみ速度と温度の関数である

Larson-Millerパラメータの逆数 ( ){ } 1
0

1 /ln −− = εεξ &&T  として整

理した． 
温度の低下とひずみ速度の増加に伴い流動応力が増加

することから，流動応力の温度およびひずみ速度依存性の

発現を確認した．本研究では，最大荷重点以前のεp≤ 0.10
の範囲に対して KM モデルによる定式化を試みた．  
まず，内部応力σaを算出する．図４に示すように，ある

ひずみにおいて，Larson-Millerパラメータの逆数と流動応

力との関係は，直線で近似することができ，いずれのひず

みにおいても 20ln 0 =ε& で良好にフィッティングすること

ができた．そこで 01 =−ξ での応力を外挿により求め，そ

のひずみにおける内部応力として算出した．それぞれのひ

ずみにおいて同様の操作を行い，式(4)に示すひずみと内

部応力の関係式を指数関数として近似した． 
 

0742.0
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 ひずみ速度ε& s-1 温度 T K 

引張試験 
10-5, 10-4, 10-2, 10-1 298 
10-3 223, 298, 373 

クロスヘッド保持試験 
10-5, 10-4, 10-2 298 
10-3 223, 298, 373 

繰り返しクロスヘッド

保持試験 
10-2 298 



 

図４ Larson-Millerパラメータの逆数と真応力の関係 

 

次に固溶強化項を算出した．図５に示すとおり，横軸を 

( )( ) I1

I0
3 /ln/

q
bkT εεµ &&⋅ ，縦軸を ( )( ) I

aY
pµσσ − として引張試験の

結果をプロットした．ここで

Yσ は 0.2 % 耐力，

I0ε& =108 s-1 

12)
，pI=0.5, qI=1.0 13)

とした．これらのプロットを線形近似

し，傾きと切片を求めた結果，それぞれ

Iσ̂ =250 MPaおよ

び g0I = 0.317 が得られた． 

最後に，加工硬化項を算出した．あるひずみにおける引

張試験結果を，図５と同様に，横軸に ( )( ) D1

D0
3 /ln/

q
bkT εεµ &&⋅ ，

縦軸に ( )( ) D

DIIa ˆ pS µσµσσ −− としてプロットした．ここで，

D0ε& =108 s-1 12)
，pD=0.5, qD=1.5 13)

とした．これらプロットを

線形近似し，傾きと切片より

Dσ̂ と g0Dを求めた．それぞれ

のひずみに対し同様の解析を行い，εpに伴う

Dσ̂ および g0D

の変化を取得した． 

 

3.４ KM モデルによる応力緩和挙動の表現 

試験機の剛性を考慮した見かけのヤング率

14)
をE′とす

ると，クロスヘッド保持中におけるひずみ速度は式(5)で

表される. 

 
Ep ′−= σε&  

(5) 

 

ここで，式(1)におけるひずみ速度に式(5)を代入し，dt/dσ

とσの関係式を導出した．この式を用いて，クロスヘッド

保持開始時の応力σ0 から任意の応力σまで積分し，応力緩

和中の応力σとクロスヘッドを停止してからの保持時間 

tH の関係を導出した．  

KM モデルによる応力緩和挙動のひずみ速度，温度およ

びひずみ依存性表現の妥当性を検討した．応力緩和量∆σ
（保持時間 30 s における真応力σと保持開始時の応力σ0

の差）と初期応力変化速度 σ& （保持時間 0 – 0.2 s間にお

ける応力変化速度）のひずみ速度，温度およびひずみによ

る変化を考えた．図６および７に，それぞれこれらパラメ

ータの定義，モデルと実験値の比較を示す．図７(a) およ

び(b)は，それぞれひずみ速度および温度を変えたクロス

ヘッド保持試験の結果を，(c)は繰り返しクロスヘッド保

持試験の結果を示す．また，温度 298 K，ひずみ速度 10-2 

s-1 でのクロスヘッド保持試験で得られた応力緩和挙動は，

保持開始ひずみ 0.05 での繰り返しクロスヘッド保持試験

から得られた結果と一致したことを確認した．そのため，

あるひずみにおける応力緩和挙動にそれ以前の応力緩和

履歴がほとんど影響しないとみなした． 

ひずみ速度をパラメータとして変えた試験結果より，ひ

ずみ速度の増加に伴い応力低下量は増加し，初期応力変化

速度も顕著に増加する傾向

15)
が見られた．また，温度を

パラメータとして変えた試験結果より，温度の低下に伴い

応力低下量は増加し，初期応力変化速度もわずかに増加す

ることがわかった．一方，繰り返しクロスヘッド保持試験

結果から，ひずみの増加に伴うクロスヘッド停止時の応力

の増加に伴い応力低下量は線形に増加するが，初期応力変

化速度は変化しないことがわかった． 

 

図５ 引張試験の結果．直線の傾きが

Iσ̂ ，切片が g0I 

に相当する． 

 

図６ 真応力の時間変化の模式図と各パラメータの定義．

応力緩和量∆σ：保持時間 30 s における真応力σと保持開

始時の応力σ0の差，初期応力変化速度 σ& ：保持時間0 – 0.2 

s間における応力変化速度． 

 

 以上より，KM モデルにより，応力緩和挙動のひずみ速

度，温度およびひずみ依存性が表現できることを確認した．

ただし，応力低下量や応力変化速度は予測値より実測値の



ほうが小さくなる傾向も見られた．この要因として以下が

考えられる． 

- 試験機の慣性：クロスヘッド保持開始直後，クロスヘ

ッド変位速度は，試験機の慣性のため，瞬時に 0 とは

ならない．そのため実際の試験においては，クロスヘ

ッド保持開始直後も試験片はひずみが増加する方向

に変形し，応力緩和が抑制されている． 

- 転位密度の変化：転位密度の増加に従い， Dσ̂ 増加す

ることが知られている

7)
．また，引張変形時の転位密

度は温度依存性をもつ可能性がある

16)
．しかし，本

研究のモデルでは，引張変形時，同一のひずみでは温

度によらず同一の転位密度であることを仮定してい

る．このため，実際の転位密度より低温時は小さく，

高温時は大きく見積もっている可能性がある．そのた

め，転位密度の温度依存性を考慮することで，低温で

は Dσ̂ が増加，高温では Dσ̂ が減少し，現在のモデル

よりも応力緩和予測精度が向上する可能性がある． 

 

4. 結言 

590 MPa級高張力鋼板において引張試験および応力緩

和試験を行い，試験機剛性の定量化，応力緩和挙動の発現

を確認し，KM モデルのパラメータを同定した．様々なひ

ずみ・ひずみ速度・温度における応力緩和挙動の実験値と

KM モデルによる予測値を比較し，プレス成形における各

パラメータの影響を明らかにするとともに，以下の知見を

得た． 

(1) KM モデルにより応力緩和挙動のひずみ速度，温度，

およびひずみ依存性が定性的に予測できる． 

(2) 定量的にはKM モデルでは実際より応力緩和挙動を顕

著に表現している．今後，試験機慣性による保持開始直後

のひずみ進展および，転位密度の温度依存性を考慮するこ

とにより，応力緩和を予測する精度を向上できる． 

 今後本研究で構築した式の精度を向上させ，FEM に組

み込むことで，応力緩和現象を考慮したプレス成形シミュ

レーションを行えると期待できる．これによりシミュレー

ション上で最適な加工経路を見出せるようになり，サーボ

プレス機を用いたプレス成形性の大幅な向上に貢献でき

る． 
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図７ ひずみ速度，温度，保持開始ひずみと 
応力緩和量（保持時間 30 s後）および初期応力変化速度の関係． 


